





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































件　　　　名 会　　　　社 開始時期 内　　　　容
1，線材2次加工メーカ 高周波熱錬㈱ S57．9 当所の線材を使用した
一の誘致 釜石工場 PC鋼棒の製造
2．運輸会社の誘致 ヤマト運輸㈱ S59．9 宅急便
釜石営業所
3．茸栽培 ㈱日鉄ライフ S60．5 「まいたけ」，「しいたけ」
釜石支店 の栽培
4．鋼製魚礁の製造販売 新日鐵㈱ S60．7 新日鐵式凸型，及び立方
型魚礁の製造
5．賃貸アパート，駐車 ㈱日鉄ライフ S61．4 当所アパートを賃貸アパ
場の経営 釜石支店 一ト，駐車場に










7．電子部品製造 PNN㈱ S61．8 積層セラミックチップ型
コンデンサーの製造
8．脱酸素剤，使い捨て ㈱ファインテック S61．10 「サンソカット」，「ぬくっ
　　　　　　　　一Jイロ，ヘアカーフ 子，ヌッキーズ」，「クイ
一の製造，販売 ッカール」
9．リビング・リフレッ 釜石共栄㈱ S62．4 布団丸洗い事業
シュ・サービス 伊藤忠商事㈱のフランチ
ヤイジー



































































































































































































































40．エレクトロニクス機 ㈱山田精密製作所 H3．3 CNC旋盤による精密部
器の精密部品メーカ 釜石工場 （予定） 品（フロッピー，プーり
一の誘致 一等）の加工および部品
組立
〔資料出所〕 新日本製鉄株式会社釜石製鉄所資料
この新規事業は1990年8月31日現在のものである。
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　1985年から急速に「ドル安円高」が進行したと
き，それが日本の産業経済における大きいうねり
の転換の時期に重なっていた。それが鉄鋼業のよ
うな巨大な設備をもって大量生産をおこなってい
る場合には，その二重の変動の影響はかなり厳し
い対応を必要とした。新日本製鉄の釜石製鉄所を
対象としてその対応がどのようなものであったか
を考察してきた。そして，この釜石のような企業
城下町の場合には，それは市の経済全体の浮沈に
かかわる大きな転換であったし，現在もなおその
浮沈のゆくえは決して自明のこととはなっていな
い。
　ただ，市自体も製鋼所も，いわば一体となって
の生残りと飛躍をめざして協力しあってきたが，
そのことは誰がみても間違いない。たとえば，製
鋼所のもっていた社貝住宅はかなり空屋となった
が，その空屋を市民へも貸しだし，入居をみとめ
ることにした。そのことで一石二鳥の効果をもた
らすことができた。病院についても同様である。
市は製鉄所とは独立に再生策をとることもやっ
た。先にあげた企業誘致は製鉄所としても大いに
力を入れたが，市も一致協力した。また，トヨタ
自動車の完成車の陸揚げを釜石港でおこなうよう
説得し，それに成功した。釜石鉱山はすでに廃鉱
となっていたが，このなかから湧きでる飲料水を
ビンにつめて「仙人秘水」として売りだすことも
やった。
　こうした再生の努力のなかで，すべてがうまく
いくわけにはいかない。釜石市の地場産業のなか
から倒産するものもでてきた。地場企業の多くが
下請企業である。製鉄所の門を作業服にヘルメッ
トをかぶった下請企業の従業貝がたくさん出はい
りしている。その下請のなかの大手の会社がつぶ
れたというので，大きい衝撃となった。新会社を
頂点にピラミット型につくられた下請会社がたく
さんある。トップの企業がゆらぐことになれば，
下請企業やそのまた下請企業が大打撃をうけるの
はさけられない。その打撃をうまくのり切れなか
った下請企業が倒産してしまう。これは企業城下
町の宿命である，といえよう。
　こうして，下請企業はより広く顧客を求めて事
業展開をはからざるをえなくなる。市はまさにそ
の方向で政策をたてていかなくてはならなくなっ
た。製鉄所と協しながら，地場企業の自立化をは
かっていくことになる。そのために，海路に重点
をおいたこれまでの交通システムは，陸路の交通
システムづくりに努力しなくてはならない。東北
自動車道は花巻・盛岡を通っていく。そこから釜
石へむかって高速道路が伸びてこなくてはなら
ず，東北新幹線への接続をはからなくてはならな
い。若者がとどまる魅力ある職場ができてこない
と，縮小してきたこれまでの流れを逆転させるこ
とはできないであろう。
　釜石市が現在とりくんでいる主要プロジェクト
をあげておこう：
　1．釜石港湾口防波堤建設事業
　　（運輸省　港湾整備事業）
　2．釜石駅周辺整備事業
　　（建設省所管　地域創生総合都市開発事業）
　3．海洋バイオ研究センター
　　（通産省所管　鉱工業海洋生物利用技術研究
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　　　センター）
　4．水産ハイテクプロジェクト構想
　　（農林水産省所管）
　5．さんりく・リアス・リゾート構想
　6．三陸・海の博覧会
　7．企業誘致
　8．若者定着推進事業
　9．岩手科学技術専門学校
　10，釜石飼料コンビナート
　11．岩手県沿岸地区運転免許センター
　12．トヨタ自動車釜石港陸揚げ基地
　これらのなかには，すでに稼動しているものも
あれば，途上のものもある。これをみて気づくこ
とは，そのいくつかは釜石製鉄所の新規事業とオ
ーバー・ラップしていることである。そうしたプ
ロジェクトは製鉄所と市の協力プロジェクトとい
うことになるであろうが，そこでの主役は製鉄所
である。それが企業城下町ということなのである。
　この釜石に似た企業城下町はいずれにしても
「協力」しながらの自立問題を潜在的につねに抱
えている。
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　ここで目を転じて他の産業をみてみよう。とり
あげた産業のなかにはまったく「ドル安円高」な
どあまり関係のないようなものもある。たとえば，
宇宙航空関係の産業である。
　この宇宙航空産業というのは大げさにいえば国
際的な生産・技術ネットワークが形成されている。
その中心にはアメリカの宇宙航空産業がある。宇
宙・航空関係の産業というのは，民間用と防衛用
とある。もちろん，「ドル安・円高」の影響をうけ
てはいるが，この産業で重要なのは技術とその開
発能力である。そして，この領域での技術開発に
はすぐれた頭脳群と巨額の開発費が必要であるた
め，国際的な共同開発がおこなわれている。航空
機の生産にあたっても共同の技術協力は欠くこと
のできないものであり，たとえば，ボーイングの
場合には，アメリカ，日本，イタリアの技術協力
がなされている。
　また，しばしば航空機部品のそれぞれがきわめ
て高価であることである。そのため，高い価格に
なれてしまう，という危険性がある。現在におけ
るコスト意識の減少が生じる。日本のこの産業で
は技術的にみて，部分的にすぐれたものをもって
いるが，全体としてみるならば，つまりトータル・
テクノロジーという視点からみるならば，アメリ
カが圧倒的に強い力をもっている。とくに航空機
産業の心臓ともいうべきエンジンについては，日
本の当該産業はアメリカやヨーロッパに立ちうち
できないということである。
　さらに，航空機の販売力ということになると，
．アメリカは圧倒的に強い。日本の航空機産業には
販売力がないのは，そもそも実績がないからであ
る。そればかりではない。航空会社のニーズをさ
ぐって，それに合致したものを創りあげていく力
が日本の当該産業にはない。
　宇宙関係についていえば，ここでも，ごく限ら
れた部分領域において技術力があるだけである。
その限られた領域とはいえ，そこでの技術力がき
わめて重要であることが宇宙開発における技術の
共同開発への参加を可能にしている，ともいえる。
ただ，この宇宙関係は，航空機関係とともに，き
わめて防衛力ないし軍事力と深くかかわってい
る。多額の防衛支出ないし軍事支出がこの宇宙・
航空機関係へむけられている。それは単に生産さ
れたものに対する需要としての支出だけではな
い。技術開発そのもののために支出されているの
である。その意味からすると，国境をこえた共同
開発というのはかなりの程度まで，それぞれの国
の外交方針ともつながっていることになる。した
がって，この領域では，経済べ一スというか商業
ベースというか，ともかく民間だけのべ一スでの
宇宙・航空関係技術の共同開発というのは限られ
たものになる。
　こういうタイプの産業において「ドル安・円高」
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がとくに重要な問題とはならないのは当然ともい
える。それでも各国の産業はもし可能なら独自の
製品をつくりあげていこうという，いわば競争の
なかにある。いずれにしても軍事・防衛がらみの
産業の場合には，経済的視点だけからの論議は実
態からはなれてしまう可能性が高い2）。
　さきに，航空エンジンについてはアメリカの産
業が高い技術力をもっていて品質も性能も日本の
当該産業よりもすぐれている，といった。そして，
トータル・テクノロジーにしてもアメリカがはる
かに優位にあるといった。そうなると，エンジン
の輸入やその他についてはライセンス生産という
ことになる。そこから脱却するには独自の技術力
の蓄積をより一層高めることが必要であるが，そ
の方向への展開の可能性をあたえてくれるのが，
防衛発注である。なぜなら，その発注内容を実現
するために技術開発がおこなわれるのであれば，
その開発費は当然のことながら生産コストに含め
られることになるからである。しかもその技術の
民生用への利用もできるならばなおのこと有利で
ある。もちろん，大型ガス・タービン・エンジン
の場合などは，民生利用は限られているので，あ
まり利用できないかもしれない。
　このような宇宙・航空関係は別にすると，「ドル
安・円高」があまり悪い影響をあたえない産業は
限られてくる。それは非価格競争力のあるものを
生産している産業である。そこでは価格がよほど
合理性を欠いているのでない限り，ある程度まで
価格が上昇しても需要は減らずに続いていく。た
とえば，自動車の燃焼装置に用いられる排気ガス
浄化用のハニカムセラミックスがそうである。独
自の技術のもとで生産されるこのハニカムセラミ
ックスは世界市場のなかで40パーセントのシェ
アをもっている。これは自動車メーカーにとって
はなくてはならない装置の中枢部をなす構成品な
のである。
　同じく「ドル安・円高」の影響がさして考えら
れない産業としては，たとえば日本酒の生産の場
合である。神戸の灘地域には有名な酒類メーカー
があるが，そこでは宅地・工業地開発により地下
水などの澗渇の危機など，不利な条件が深まりつ
つあるが，それでもアルコール飲料という特別な
生産物であり，しかも国内のコメを原料とするこ
とで為替レートの動きは直接には影響がない。
　ただし，輸入されるアルコール飲料の価格が「ド
ル安・円高」で低下するときには，そこに代替効
果がでてくる。それと経済社会のソフト化の進行
プロセスで人びとの好みの変化が生じていること
が代替効果をバック・アップする。しかし，現実
の問題はそうしたことよりも，むしろ日本酒の生
産における熟練した生産技術者の老齢化とその減
少である。この有名地域に関しては，日本酒生産
の「技術的ノウハウ」を熟練技術者にたよらずに
コンピュータ化していく方向をとっている。もっ
とも，これと同じアルコール飲料でも，ウイスキ
ーやブランデーの国内のメーカーとなると，事情
はまったくことなり，その「ドル安・円高」の影
響は大きい。これについては説明するまでもない
であろう。
　これとは対象的なのがさきの製鉄のケースと似
たことになるが，たとえばアルミニウム産業であ
る。この産業は，いわゆるエネルギーを大量にイ
ンプットとして使用する産業である。エネルギー
といっても電力である。アルミニウムと限らない
が，鉱石を輪入して精練し，素材原料としての金
属インゴットを生産するというのは，電力を中心
とするエネルギーを大量に使用する。
　このタイプの産業は，日本ではどうもコスト高
になっている。「ドル安・円高」によって金属イン
ゴットの輸入価格が，従来よりは相対的にみて低
下する傾向にあるが，電力そのもののコストは外
国に比して高い。原油価格がもろにコストに加わ
るばかりでなく，環境対策としての支出も大きい。
日本ではその点では模範的な環境改善をおこなっ
てきた。その意味では石油精製もまた同じような
状況にある。国内のエネルギー・コストは第一次
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と第二次のオイル・ショックの影響で高くなって
いる。「ドル安・円高」はそれらを解消してしまう
ことはない。むしろ輸入製品の価格が相対的に安
くなってくる。その点ではまったく同じである。
　こうしてみると，「ドル安・円高」によって打撃
をうけた産業というのは，いろいろな理由で，す
でに日本経済のなかで構造転換が求められていた
産業であることがわかる。そのもっとも代表的な
ものが，基礎素材産業である，ということである。
）
1
）2
脚　　注
正確に円の対ドル・レートの動きをたどってみる
とき，円は9月22日の「プラザ合意」以前からド
ルに対して高くなっていた。1985年2月13日の
262円50銭を頂点として，それからは少しずつ高
くなっていった。9月22日の「プラザ合意」直前
の9月20日における相場は241円70銭であっ
た。この7か月の間に円は20円ほど高くなって
きたのである。すでに市場では円の対ドル・レー
トは「円高」から「円安」へと反転していた。「プ
ラザ合意」はこの流れを急速に押し進めたのであ
る。週明けの24日には228円80銭と一気に高く
なD，円高は急速に進んだ。
このよい例は，航空機や兵器の購入問題である。
もっとも能力のあるものを比較的に安く手に入
れるために，輸入するのがよいのか，それともた
とえ高い価格を支払ってでも国内で生産するの
がよいのか，つねに問題となる。生産コストのこ
となどは考えず，それを無視してもよいから，も
?
し国内生産ができるのであるならば国内で生産
すべきである，という考え方は防衛・軍事関係の
場合に比較的にうけ入れられ易い考え方である。
民間航空機ともなるとそうはいかないが，それで
も国内生産を指向したい技術者は少なくない。い
ずれも外交・防衛政策と深くつながっていること
がわかる。たとえば，その国が国内生産に方針を
かえて，輸入をとりやめるということにした場合
に，相手国との外交関係に亀裂がはいる可能性が
でてくる。とくに，それが軍用機などのいわゆる
ハイ・テク兵器であった場合には，両国の関係の
悪化さえ生じることになる。すくなくとも，関係
悪化のリスクを犯す覚悟でないと，そういった方
針変更をだすことは難しい。
　この領域では共同開発や技術協力というのは，
決して経済的利益計算にもとつく単なる商業取
引とはなりえない。そのことはまた，これをめぐ
る貿易は比較生産費にもとつく経済計算をべ一
スにするわけにはいかない，ということでもあ
る。生産コストそのものの最小化ということはこ
こでは重要な考慮事項でもなんでもないという
ことである。そうであれば，為替レートも問題で
はなくなる。
この研究は学習院大学経済経営研究所の平成二
年度における研究プロジェクトの研究報告書で
ある。ここで調査に御協力をいただいた諸機関・
諸企業に厚く御礼を申しあげたい。とくに重点を
おいた釜石のケースについては，新日本製鉄株式
会社釜石製鉄所という企業名をあげたが，それ以
外については企業名をあげないこととした。
